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厚生労働省所管業種団体に係る低炭素社会実行計画の 

フォローアップについて（報告書） 

 

令和８年２月 20 日 

厚生労働省低炭素社会実行計画フォローアップ会議 

 

１ 低炭素社会実行計画のフォローアップについて 

地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府は、地球温暖化対策

計画（令和７年２月18日閣議決定）を策定した。本計画では、これまで産業界が自

主的に温室効果ガス排出削減計画（以下「自主行動計画」という。）を策定し、排出

削減に高い成果を上げてきたことから、引き続き産業界における自主的取組を進め

ることとしているほか、各業種により自主的に策定された自主行動計画に基づいて

実施する取組について、審議会等による厳格かつ定期的な評価・検証を実施するこ

ととしている。 

これを踏まえて、厚生労働省では、所管業種団体である日本生活協同組合連合会、

日本製薬団体連合会及び私立病院団体の自主行動計画の取組に対する評価等を行

っている。 

2023 年度における取組については、2025 年 10 月 22 日「第７回厚生労働省低炭

素社会実行計画フォローアップ会議」において上記３団体からヒアリングを行い、

フォローアップを実施した。 

 

２ 各団体の低炭素社会実行計画に係るフォローアップ 

（１）日本生活協同組合連合会 

ア 目標設定 

日本生活協同組合連合会では、「2030 年に向けた温室効果ガス削減計画」に基

づき、全国の会員生協が目指すべき水準として「2030 年に 2013 年度（基準年度）
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比で CO₂排出総量を 40％削減」の目標を定めた。加えて、2030 年の再生可能エ

ネルギー開発目標を４億 kWh（設備容量 200MW 相当）と設定している。 

イ 進捗状況 

「2030 年に 2013 年度（基準年度）比で CO₂総排出量 40％削減」の目標に対し、

2023 年度の全国生協の温室効果ガス総排出量は 725,510t で、基準年度に対し、

29.1％削減した。(表１) 

また、2023 年度の原単位排出量（供給高１億円当たりの CO₂排出量）は 15.0t

で、基準年度比 52.5％、前年度比 106.6％となった。2023 年度の供給高は、29,149

億円で、基準年度比 118.2％、前年度比 101.0％となった。（表２） 

 

 

 

（表１：温室効果ガス総排出量の推移）             （単位：トン） 

施設区分 2013年度 2021年度 

 

2022年度 
2023年度排出量 

排出量 基準年度比 前年度比 

店舗 543,293 264,311 268,453 291,647 53.7％ 108.6％

宅配 163,167 133,415 139,261 147,133 90.2％ 105.7％

生産施設 59,486 38,401 37,550 34,131 57.4％ 90.9％

物流 201,704 203,014 202,023 214,523 106.4％ 106.2％

本部 26,463 16,442 15,723 16,499 62.3％ 104.9％

福祉施設 5,178 5,349 5,348 5,410 104.5％ 101.2％

その他 24,652 16,229 23,386 16,166 65.6％ 69.1％

 

全体 

 

1,023,944 677,162 691,743 725,510 70.9％ 104.9％ 
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（表２：原単位排出量の推移） 

 
事業区分 2013年度 2021年度 2022年度 

2023年度 

排出量 基準年度比 前年度比 

原単位（トン） 

※供給高1億円あたり

のCO₂排出量 

全体合計 28.6 13.8 14.1 15.0 52.5％ 106.6％ 

店舗事業 61.8 29.3 30.1 31.7 51.3％ 105.3％ 

宅配事業 10.1 6.7 6.9 7.3 71.8％ 105.8％ 

CO₂排出量（トン） 

合計 704,309 395,526 405,753 436,947 62.0％ 107.7％ 

店舗事業 543,293 264,311 268,453 291,647 53.7％ 108.6％ 

宅配事業 161,016 131,215 137,300 145,301 90.2％ 105.8％ 

供給高（億） 

合計 24,663 28,594 28,849 29,149 118.2％ 101.0％ 

店舗事業 8,791 9,029 8,920 9,206 104.7％ 103.2％ 

宅配事業 15,872 19,565 19,929 19,943 125.7％ 100.1％ 

 

ウ その他 

今回のフォローアップ時において、日本生活協同組合連合会の自主行動計画

のカバー率（商品供給高ベース）は 90.5％であった。 

日本生活協同組合連合会は、2030 年までに、全国の地域購買生協で１年間に

使用する約 12 億 kWh の電気のうち、約３割（４億 kWh（設備容量 200MW））の再

生エネルギーを自ら創出する目標を掲げており、太陽光発電などの再生可能エ

ネルギーの開発に取り組んだ結果、2024 年時点で年間発電量約 2.5 億 kWh（設

備容量約 137MW）を創出した。 

エ 取組についての評価 

・ CO₂排出量について、「2030 年に 2013 年度（基準年度）比で 40％削減」の目

標に対し、2023 年度の実績は基準年度比 29.1％削減となっており、目標達成

基調で取組を推進している点及び高いカバー率を維持している点は高く評価

できる。 

・ 2024 年度に温室効果ガス削減目標を、「2030 年度に 2013 年度比で 50％以上

削減」に引き上げた点についても高く評価できる。 



4 
 

・ CO₂排出量がより少ない次世代車両への転換（EV トラックの導入等）につい

て、引き続き、実用性の調査と段階的な導入を進めていただきたい。また、EV

以外の選択肢として、BDF の活用も、引き続き、検討いただきたい。 

    

（２）日本製薬団体連合会 

ア 目標設定 

日本製薬団体連合会は 2050 年カーボンニュートラルに向けて、「2050 年 CO₂

排出量ネットゼロ」を長期ビジョンとし、「CO₂排出量を 2030 年度に 2013 年度

比で、46％削減」を目標としている。 

なお、企業による再エネ(CO₂ゼロ電力、再エネ証書、非化石証書等)の導入・

活用に関して、その削減努力を適切に評価するため、算出方法を検討している。 

イ 進捗状況 

「2030 年度 CO₂排出量を 2013 年度（基準年度）比で 46％削減」の目標に対

し、2023 年度の CO₂排出量（再エネ購入量等を考慮）は 169.6 万 t- CO₂であり、

基準年度である 2013 年度の排出量 284.7 万 t- CO₂に対して 115.1 万 t- CO₂、

40.4％の削減、前年度の排出量 192.5 万 t- CO₂に対して 22.9 万 t- CO₂、11.9％

の削減となった。（表３） 

進捗率について、年率 2.7％削減として 2030 年度目標から換算すると、2023

年度の進捗率の目標は、58.7％となるところ、2023 年度の進捗率の実績は

87.9％であるため、計画に対して順調に進捗している。 
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（表３：CO₂排出量（再エネ購入量等を考慮）等の推移） 

年度 
2013 

(基準年度) 
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

売上高 

(億円) 
89,617 86,846 87,008 87,009 86,671 82,944 92,441 96,964 

 

96,329 

CO₂排出量 

(万ｔ- CO₂) 285 270 259 242 231 214 202 193 

 

170 

基準年度比

(KPI) 100.0 94.7 91.1 84.9 81.1 75.3 71.0 67.6 

 

59.6 

原単位 

(t-CO₂/億円) 31.8 31.0 29.8 27.8 26.6 25.9 21.9 19.9 

 

17.6 

原単位数 1.000 0.977 0.939 0.875 0.839 0.814 0.689 0.625 

 

0.554 

 

 

ウ その他 

今回のフォローアップ時において、日本製薬団体連合会の自主行動計画にお

けるカバー率（売上高ベース）は 48.9％であった。 

エ 取組についての評価 

・ CO₂排出量について、経済活動量が基準年度比において増加している中で、

再エネ購入量を考慮した 2023 年の CO₂排出量の実績が 2013 年度比で 40.4％

削減となっていることは評価できる。 

・ 低燃費車（ハイブリッド車・電気自動車）への転換を早期に進め、営業車両

からの CO₂排出量を着実に低下させていることは高く評価できる。今後は、CO₂

原単位や電気自動車の充電する電力量の増加等を踏まえた総合的な確認及び

管理のもと適切な運用を進めていただきたい。 

 

（３）私立病院団体 

ア 目標設定 

私立病院団体では、これまで「基準年度を 2006 年度（地球温暖化対策自主行



6 
 

動計画と同じ）として、2030 年度までの 24 年間で 25.0％削減（対前年削減率

1.19％）する」と目標設定していたが、2024 年５月に「CO₂排出原単位を 2030

年度までに 2013 年度比で 46％削減する。2050 年度に向けてはさらなる削減を

目指す」と目標設定を改めた。 

CO₂排出原単位は従来どおり病院延床面積当たりの CO₂排出量とし、単位は CO

₂換算の㎏- CO₂/㎡とする。この場合、2030 年度の新たな目標は 69.7 ㎏- CO₂/

㎡である。なお、これまでは外的要因に左右されず病院業界の自主努力による

達成度を確認するため、2006 年度の排出係数を固定で用いてきたが、電力会社

の CO₂排出量を考慮すべきことから、各年度の調整後排出係数を反映させた値を

採用することとした。 

イ 進捗状況 

     2022 年度の CO₂排出原単位の実績は 99.9 ㎏- CO₂/㎡で対前年度比 1.0％減、

2013 年度比で 22.6％減となった。（表４）2022 年度のエネルギー消費原単位は、

2,206MJ/m2で 2013 年度比 5.8％減となった。 

また、7.6％の病院が再生可能エネルギーを導入しており、15.8％の病院が再

生可能エネルギーの導入を検討している。 

      

 

 

（表４：CO₂排出原単位の推移）                （単位：㎏-CO2/㎡） 

 2006年度 

(旧基準年度) 

2013年度 

（新基準年度） 

2018年度

（実績） 

2019年度

（実績） 

2020年度

（実績） 

2021年度

（実績） 

2022年度

（実績） 

各年度の使用端排出係数

を使用した場合 
127.1 129.0 106.2 100.3 100.5 100.9 99.9 

2006年度使用端排出係数

を使用した場合 
127.1 103.9 98.0 95.2 95.9 96.9 95.7 

※2030 年度削減目標：従来目標 95.3 ㎏- CO₂/㎡ 新たな目標 69.7 ㎏- CO₂/㎡ 
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ウ その他 

カバー率（計画参加病院数に対するアンケートの有効回答数）は 11.1％であ

った。 

エネルギー削減余地について、「おおいにある」及び「ある」と回答した病院

は合わせて 283 病院（48.6％）、「あまりない」及び「全くない」は合わせて 249

病院（42.8％）であり、省エネできると考えている病院の方ができないと考え

ている病院よりやや多かった。「ある」と回答している病院では、「屋根、床、

壁等の建物外皮の省エネ」「高効率の設備機器導入による省エネ」「設備機器の

運用改善による省エネ」のようなハード面の対策を挙げている病院が多かった。 

エ 取組についての評価 

・ 今般、非常に高い目標を掲げたことは評価できる。また、今後、医療ニーズ

が伸びることが予想される中で、絶対値ではなく、延床面積当たりの原単位

で目標を定める旨の分かりやすい目標にしていることは評価できる。 

・ 計画参加病院数に対するアンケート対象病院数を 1,300 から 2,600 へと倍

増させ、アンケート内容においても、より詳細な項目を設けていることは評

価できる。 

・ アンケートの回収率が十分とは言えないため、大規模病院が率先して取組

を進めることで、回収率の向上に努めていただきたい。 

 

３ その他 

本会議において、委員から以下の意見があった。 

・ 環境省、経済産業省、厚生労働省においては、各省で連携しながら、補助金

制度の活用を進めていただきたい。 
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＜第７回厚生労働省低炭素社会実行計画フォローアップ会議開催実績＞ 

 

１．出席者 

  ◎：座長  （敬称略・五十音順） 

 

２．開催日時 

令和７年 10 月 22 日（水）開催 

 

３．議事次第 

・ 所管団体ヒアリング 

（日本生活協同組合連合会､日本製薬団体連合会､私立病院団体） 

・ 議論 

・ その他 

  

【照会先】 

厚生労働省 政策統括官（総合政策担当）付政策統括室 調整第四係 

（代表）03-5253-1111（内線）7719,7723 

 

   

  石 川 友 博 

 

 

内 山 洋 司 

 

大 田 泰 正 

 

 

◎ 森 口 祐 一 

 

 

山 野 徹 

 

 

 

吉 田 麻友美 

 

公益財団法人流通経済研究所 

サステナビリティ部門 部門長 上席研究員 

 

筑波大学 名誉教授 

 

公益社団法人全日本病院協会 副会長 

社会医療法人祥和会脳神経センター大田記念病院 理事長 

 

東京大学 名誉教授 

国立研究開発法人国立環境研究所 名誉研究員 

 

元 武田薬品工業株式会社 環境安全管理室 

方針・ガバナンス・レポーティングヘッド 

神戸薬科大学 非常勤講師 

 

テスホールディングス株式会社 取締役 

ＥＳＧ・女性活躍推進担当 兼 人財戦略本部長 

 


